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■ 景気悪化・大不況に伴う企業の動向と政府の対策 
－非正規労働者失業者、約3万人－

１．非正規労働者の失業、給与の減額 
 景気悪化に伴う未曾有の大不況が大きな社会問題となっており、マスコミ等でも連日報道され
ています。 
 不況を理由として企業が実施するリストラによる非正規労働者の失業者が、昨年10月から今年
3月までに、全国で477件、合計で約3万人に上るとの推計結果が、厚生労働省から発表されまし
た。自動車などの輸出産業の減産を反映し、製造業における派遣労働者が全体の約65％を占め
ています。そして、非正規労働者だけでなく、正社員のリストラや退職勧奨、賃金減額なども行わ
れるなど、深刻な問題となっています。 
 
２．政府による対策は？ 
 景気悪化により新卒者の内定取消が相次いでいる問題に関しては、内定取消を行った企業名
を公表し、また、内定が取り消された学生を雇用した企業に１人数十万～100万円程度の奨励金
を支給するとする雇用対策案が発表されています。詳細についてはまだ決まっていないようです
が、厚生労働省では、来春ごろまでに実施したい考えです。 
 また、同省は、労働者派遣契約の中途解除に係る指導・対応に関して、都道府県労働局長あて
に通達（職発第1128002号）を昨年11月下旬に出しました。「事業主が講ずべき措置に関する指
針」に基づく徹底した指導を要請し、派遣先に対象労働者の直接雇用を求めていくとする内容と
なっています。 
 
３．雇止め非正規労働者の失業手当受給要件を緩和 
 雇用保険関連では、雇止めされた非正規労働者などが失業手当を受給するために必要な雇用
保険の加入要件について、現行の「1年以上の雇用見込み」から「6カ月以上」に短縮する方針が
明らかになりました。また、失業手当の給付日数も60日程度上乗せされるようです。厚生労働省
では、今年1月の通常国会に雇用保険法の改正案を提出し、2009年度から実施する意向です。


